
令和４年度第２回日光市総合教育会議次第 

 

日 時：令和４年１１月２４日（木）午後１時３０分～ 

場 所：本庁舎３階 大会議室 

 

１ 開会 

 

２ 市長あいさつ 

 

３ 会議の運営事項について                  

 

４ 協議事項 

(1) 令和５年度教育関連事業の概要について 資料１ 

    所管課：教育委員会事務局 各所管課 

 

５ 報告事項 

 (1) 地域まちづくり協議会の設立について 資料２ 

    所管課：地域振興部 地域振興課 

 

 (2) 文化会館等あり方検討の状況について 資料３ 

    所管課：財務部 資産経営課 

 

 (3) カーボンニュートラル推進事業について 資料４ 

    所管課：市民環境部 環境生活課 

 

 

６ その他 

 

７ 閉会 

 



基本目標１

主要事業 この目標に向けて実施予定の事業は次のとおりです。

令和５年度教育関連事業の概要について

生涯にわたり主体的に学ぶ人づくり・学びの循環による地域づくり

人生１００年時代における持続可能な社会づくりが求められています。また、生涯学習を通じ
て、地域づくりのために協働する意識の醸成が必要です。このため、地域・家庭・学校・公民
館が各々の役割を明確にし、地域の担い手育成の取組を強化します。

主要事業 実施予定事業

地域担い手育成事業

〇日光学・わがまちきらり発見隊事業（生涯学習課）
〇日光学まつり・生涯学習フェスタ開催事業（生涯学習課）
〇青少年リーダー養成・活動体験事業
　（生涯学習課・日光公民館・藤原公民館）
〇人権講演会・人権教育指導者研修会開催事業（生涯学習課）
〇文化協会支援事業（生涯学習課）
〇民俗芸能保存団体活動支援事業（生涯学習課）
○ひかりの郷にっこう出前講座事業（中央公民館）
〇公民館教室・講座実施事業（中央公民館他１４館）

地域学校連携推進事業

〇地域教育力活性化事業（生涯学習課）
　〔地域学校連携推進事業〕
〇子ども会・ＰＴＡ等の活動支援事業
　（生涯学習課・各地区公民館）
〇家庭教育学級開催事業（生涯学習課・各地区公民館）

資料 １
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基本目標２

主要事業 この目標に向けて実施予定の事業は次のとおりです。

ＩＣＴ活用推進事業
○ICT活用推進事業（学校教育課）
（オンライン学習システム・無料学習ソフトの活用）
○学習系ネットワーク整備事業（学校教育課）

英語力向上事業
○早期英語教育事業（学校教育課）
（英語オンライン学習教材、英検助成、英語絵本配布、ＡＬＴ派遣
等）

授業づくり推進事業

〇授業づくり推進事業（学校教育課）
（学力調査の活用、指定モデル推進事業等）
○小中一貫教育推進事業（学校教育課）
〇学校教育支援事業（学校教育課）
（指導助手等の配置、教育相談事業、教育支援センター事業）
〇特別支援教育推進事業（学校教育課）
○小中学校の適正配置事業（学校教育課）

人や地域とつながり、活力ある未来を創造する児童生徒の育成

１人１台の学習用端末が整備された中、それを活用し、多様な子どもたち一人ひとりの能力、
適性等に応じた学びの提供が求められています。また、これまで重点的に取り組み、成果があ
がっている英語教育も更に充実させる必要があります。このため、ＧＩＧＡスクール構想に基
づき整備したネットワーク等を活用し、全ての教科の確かな学力の育成につながる取組を強化
します。

主要事業 実施予定事業
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基本目標３ 文化財の保存と有効活用の推進

主要事業 この目標に向けて実施予定の事業は次のとおりです。

実施予定事業

文化財普及事業

〇市指定等文化財見学会（文化財課）
〇市指定等文化財補助事業（文化財課）
〇市指定文化財データベース公開事業（文化財課）
〇「史跡　日光山内」気象データ採取及び観測機器等保守管理事業
（文化財課）
〇文化財くん蒸事業（文化財課）
〇「史跡　足尾銅山跡」啓発事業（文化財課）

日光市には、各地域に多くの文化財があり、これまで保存に重点が置かれていました。これか
らも、多様な文化財の保存を進めるとともに、これらを活かしたまちづくりにより、地域の活
性化につなげることが重要です。
このため、豊富な文化財を活用し、市内外に日光市の魅力を発信する取組を強化します。

主要事業

文化財活用事業

〇地域文化財調査・保存事業（文化財課）
〇市指定等文化財説明板等改修事業（文化財課）
〇「史跡　日光山内」整備活用計画更新検討事業（文化財課）
〇「史跡　日光山内」総合的学術調査実施事業（文化財課）
〇「史跡　足尾銅山跡」構成資産等調査検討事業（文化財課）
〇「史跡　足尾銅山跡」構成資産等有効活用検討事業（文化財課）
〇移動博物館・企画展・テーマ展（文化財課）
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基本目標４

主要事業 この目標に向けて実施予定の事業は次のとおりです。

〇社会体育施設運営事業（スポーツ振興課・各地区公民館）
〇社会体育施設整備事業（スポーツ振興課・各地区公民館）

スポーツ活動は、健康増進や生きがいの醸成につながることから、全ての世代に求められてい
ます。また、各世代のニーズにあったスポーツの推進やスポーツに親しむ環境づくりが必要で
す。このため、だれもが、スポーツを楽しむことができるよう、様々な分野と連携した取組を
強化します。

主要事業 実施予定事業

ライフステージに応じた
スポーツ活動推進事業

スポーツ施設の整備

○スポーツ・レクリエーション普及促進事業（スポーツ振興課）

競技スポーツの推進
〇日光杯全日本女子中学・高校生アイスホッケー大会開催事業
　（スポーツ振興課）
○競技スポーツ支援事業（スポーツ振興課）

特色あるスポーツの推進
〇ホッケー普及事業（スポーツ振興課）
〇スケート普及事業（スポーツ振興課・日光公民館）

スポーツによる健康増進
事業

〇ニュースポーツ普及事業（スポーツ振興課）
〇競技別市民スポーツ大会開催事業（スポーツ振興課）
〇学校体育施設開放事業（スポーツ振興課・各地区公民館）
〇スポーツ協会等各種団体育成支援事業（スポーツ振興課）

スポーツを通じて育む豊かなくらし
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資料２ 
 

こ れ か ら の ま ち づ く り に つ い て 

― 地域まちづくり協議会の設立 － 
 

１ 地域と行政の現状                                                             
 

人口構造や地理的要因、個人の価値観やライフスタイルの多様化等により、地域が抱える 

課題も多様化・複雑化しています。 

しかしながら、地域では人口減少や少子高齢化が進行し、行政では厳しい財政状況や地域 

ニーズの多様化・増加が続いており、単位自治会や行政だけでは、地域課題へのきめ細やか 

な対応が困難な状況を迎えています。 
 

２ 今後のまちづくりの方向性 （地域まちづくり協議会の設立）                        
 

このような状況の中、今後は、今ある資源（ヒト・モノ・カネ）によるまちづくり、すな 

わち、“ないものねだり”ではなく、“あるもの活かし”の発想によるまちづくりが重要とな 

ります。 

そこで、９地域・地区ごとに、地域（住民）が主体となって、地域の課題に対応できる組織 

「地域まちづくり協議会」の設立を目指します。 

地域に関わる様々な団体の連携を促し、地域課題についても情報を共有しながら、 

「地域のことは、地域で決めて、地域の力で実行する」ことを目指し、地域が一体となって、 

まちづくりを進める体制をつくります。 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 
 

３ 地域まちづくり協議会の概要                                        
 
   ○ 自治会や団体の枠を超えて、地域・地区を考える組織です。 

○ 地域・地区が主体となる任意組織です。（市から委員等の委嘱はなく、無報酬） 

   ○ 任意組織だからこそ、地域・地区の特性を活かした自由な発想・取組が可能です。 

   ○ 他市では、イベントに加え、課題解決型（事業・サービス）に取り組んでいます。 
 

４ 行政の支援                                                    
 

まちづくりの全てを地域にお任せするわけではありません。 

今後も地域と行政との「協働」を基本とし、行政は、地域の取り組みを進めやすいように 

支援しながら、地域だけでは解決できない課題に取り組んでいきたいと考えます。 

情報共有 

意見交換 

 

まちづくり協議会の例（地域の特性に合わせた構成） 

課題を共有し「地域の力」でできることを検討 

住民主体による地域課題の解決へ 

 

 

 

 

自治会 
学校・ 

ＰＴＡ  

 ＮＰＯ法人 
民生委員 

児童委員 

市民活動 

団体 
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団体 

 

 

 

 
こども会 

企業 

企業・大学等 

人材 

買い物 

交流 防災 
賑わい 

見守り 

外部の力 

情報共有 

連携 



   ○ まちづくり協議会の事務局に携わります。 

   ○ 協議会運営や地域課題等に対し、各専門家からのアドバイス体制をつくります。 

   ○ まちづくり懇話会（市長との意見交換）を開催して、情報を共有します。 

   ○「まちづくり活動支援補助金」の活用が可能です。（要件あり） 

      

５ まちづくり協議会のステップ                                          
  

（１） 育成期 

        ○ 当面は、定期的に集まり、話し合い 

（＝会話）や、情報共有が主な活動。 
 

○ 地域の声の共有や、各団体の活動を 

協議会全体で支え合う体制づくり。  
    

○ 協力・連携の例 
 

        団体 A  今度、花の植栽事業を行うが、土運び等の力仕事のための人手が足りないんです。 

        団体 B  それなら、うちの会員に声をかけて、当日お手伝いしますよ。 

 

（２） 発展期 

○ 地域の現状を分析し、目指すべき地域像や課題を話し合う。 

住民アンケートの実施、 地域カルテの作成 など 
 

 

（３） 成熟期 

○ まちづくり協議会として、地域の活 

性化や課題解決の実現のため、各団 

体の特性を活かした体制を構築し、 

地域の力で実行する。 

 

○ 事業の具体例 

    生活部会として、地域全体を対象エリアとする送迎事業を実施する。 
 

６ 設立までのスケジュール（目安）                                      
 

時 期(目安) 内 容 備 考 

令和４年 １月 各検討会での勉強会 ○ まちづくり協議会の必要性など、市の方向性を説明。 

○ 各団体に持ち帰り、加入への賛同をいただけるかを検討 

いただき、後日回答をいただくこととする。 

令和４年 ３月 団体の回答期限 ○ まちづくり連絡会設立準備委員会の団体が決定。 

令和４年 ４月 設立準備委員会スタート ○ 加入が必要な団体のリストアップ 

○ 団体への加入交渉 

○ 運営要綱(協議会規約)の作成 など  

令和５年 ３月   ○ ９地域・地区全てで協議会が設立されている。 

令和５年 ４月～ 活動スタート ○ 活動を活性化させるためにも、最低年４回程度は 

会議を開催し、コミュニケーションを図りたい。 

 

団体 A 

まちづくり協議会 

福祉部会 環境部会 教育部会 

A 

まちづくり協議会 

B 

数
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報 

共
有
等
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協
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成 

団体間のコミュニケーションや「みんなでやってみよう」 

という機運の醸成が第一 
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少
⼞
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⼫
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⾃
⾀
⾔
⽟
⾀
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上記の組織体制は、他市の事例を基にした参考例です。 

地域・地区ごとに取り組みやすい体制を検討いただきます。 
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財務部資産経営課 

文化会館等あり方検討の状況について 

 

１ 文化会館等あり方検討の進め方について                             

文化会館及び中央公民館の整備に当たり、市民の立場から幅広く必要な意見をいただき、

文化会館のあり方について方向性を検討していくために日光市文化会館等あり方検討市民

委員会を設置。各回のテーマに関して意見をいただき、以下の流れに基づいて進めていく。 

 

 

２ 第 1 回市民委員会（令和 4 年 7 月 25 日開催）における主な意見について                     

◎ 上記の委員会の進め方について説明した上での各市民委員からの意見 

 

 

３ 第１回市民委員会における意見への対応について                  

◎ 第１回市民委員会の結果を踏まえ課題を整理した上での各関係団体からの意見 

 

【各回における検討の流れ ※毎回繰返し】 

①市民委員会により意見聴取 ➡ ②市の案の作成 ➡ ③市議会と調整 ➡ 

④市で方向性を提示 ➡ ⑤市民に広く周知し意見聴取 ➡ ⑥市民委員会で結果等を報告 

‣日光及び藤原地域については、検討専門部会を設置し、各地域の会館施設のあり方につ

いて協議をしてきたが、今市地域ではそれがなされていない。今市地域の住民の意見

も確認した上で全体を協議していくべきなのではないか。 

‣道の駅日光 日光街道ニコニコ本陣のような 400 席程度のホールをもった施設もあるた

め、新たな文化会館を建設する際は、他の施設との差別化が重要ではないか。 

‣近年の資材価格の値上げや法改正による労務費の増大など、想定を上回るような費用が

発生する場合がある。 

① 今市文化会館に対する今市地域の住民意見の確認について 

 ‣今市地域の自治会長、特別委員会での協議により、今市地域の文化会館の方向性につ

いては、市民委員会にゆだねることで了承を得た。なお、新文化会館を建設するとな

った場合の建設候補地は、前提として今市地域に限定しないと説明。 

② 各関係団体への説明について 

 ‣施設整備に否定的な意見はなく、整備に当たっては、迅速性を重視しつつも留意すべ

きなど、多数のご意見をいただいた。 

  
【説明を行った関係団体等】 

 ・今市地域各地区自治会長会会長（令和 4 年 8 月 8 日開催） 

 ・文化会館運営審議会（令和 4 年 8 月 19 日開催） 

資 料３－１ 
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４ 第２回市民委員会（令和 4 年 9 月 29 日開催）における主な意見について                   

以下の理由に基づき、新文化会館の建設は市として必要と捉えていることを説明。 

 

 

◎ 上記の市の考えを踏まえた市民委員からの意見 

 

 

 
 

５ 市民委員会開催結果を踏まえた特別委員会での協議について                         

 市民委員会の結果を踏まえ、市としては新文化会館を建設したいとした上で、公共施設等

あり方検討調査特別委員会と協議を行った（令和 4 年 8 月 19 日、10 月 27 日開催）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

‣日光市の文化振興の一翼を担う施設として、文化会館は、今後も必要となる施設。 

‣現在の今市文化会館の老朽化の度合いを考慮すると、今市文化会館を大規模修繕して使

用するより 建替えた方が、メリットが大きいと考えられる。 

‣機能面において、道の駅日光 日光街道ニコニコ本陣 多目的ホールでは、今市文化会館

の代替として不十分である。 

‣今までの関係団体や議会等における会議において、否定的な意見がなかった。 

‣委員から複数整備することを検討すべき 

  ➡市としては、財政視点から複数整備は考えていないことを示した 

‣新文化会館の建設については否定的な意見はなかった 

文化会館を１か所に集約することを前提に新文化会館の建設は必要ということで、市

民委員会での合意形成が図られた。 

特別委員会においても新文化会館の建設について合意形成が図られた。 

日光市議会議員全員協議会へ報告（令和 4 年 11 月 8 日開催） 
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財務部資産経営課 

新文化会館整備の今後の進め方について 

 

 新文化会館の建設について特別委員会においても合意形成が図られたのち、以下の考え

方に基づき追加で今後の進め方について協議を行った。 

 

◎ 特別委員会委員からの主な意見 

 

 

 

（新文化会館整備の今後の考え方） 

‣ 長期視点にたち、文化会館を将来にわたり市民利用のみならず日常的に利用される

施設とするため、観光誘客や産業振興、地域交流に資する機能との複合化を検討して

いく。 

‣ 整備地や整備規模の選定にあたっては、複合化する付帯施設の内容が大きく影響す

ることから、まずは、付帯施設の検討を進めていきたい。 

 ➡ 既定予算を活用し、「新文化会館施設整備基礎調査業務委託」を実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

‣中央公民館のあり方についても新文化会館の建設と同時に検討する必要がある。 

‣新文化会館が完成した時に「あの施設（機能）を組み込んでおけばよかった」とならな

いよう、取りこぼしのない精査をお願いしたい。 

‣公共施設マネジメントを進めているように、先々老朽化等で問題になると思われる施設

を把握し、それらの施設と出来る限りすり合わせを行い、必要な施設を新文化会館に組

み込んでいくなどの検討もお願いしたい。 

‣近年の社会情勢の変化による人件費や資材価格の高騰、長期的な管理運営費などの財政

面での課題にも注視されたい。 

‣パブリックコメント実施のタイミングなど、具体的スケジュールについては市民の混乱

が生じないよう十分に精査されたい。 

まずは、令和５年２月を目途に複合施設の選定や整備に関する基本的な考え方を整理

し、求める機能や規模等具体的な事項については、令和５年度に基本構想を策定する

中で整理していきたい。 

（委託内容）新文化会館に適合する複合施設の提案 

       ・全国の先進事例、将来人口動態に基づく検証 

       ・地域特性、課題の把握 

       ・施設の規模、概算費用、必要な敷地面積の推計 

・関連法令の整理 

・事業方式、運用形態（民営、指定管理、直営等）の提示 

資 料３－２ 



1 

 

 

財務部資産経営課 

今後の検討スケジュールについて 

 

 現時点で想定する検討スケジュール                                      

※このスケジュールは、令和４年１０月時点で想定したものとなるため、今後の進捗状況によって変更とな

る場合があります。 

 

 ＜令和４年度＞                                         

R4. 7.25 第 1 回市民委員会（課題の整理） 

R4. 8.19 公共施設等あり方検討調査特別委員会 

R4. 9.29  第 2 回市民委員会（建設の是非） 

R4.10.27 公共施設等あり方検討調査特別委員会 

R4.11   議員全員協議会への報告 

 R4.11   複合化する付帯施設検討の開始 ※委託により実施 

R4.11   第 3 回（今後の進め方について） 

R4.12   公共施設等あり方検討調査特別委員会、議員全員協議会 

R4. 1   委託による付帯施設機能検討結果の報告及び市の考え方の整理 

R5. 2   第 4 回（複合化の基本方針について） 

R5. 3    公共施設等あり方検討調査特別委員会、議員全員協議会 

      ⇒複合化の基本方針について協議 

  

＜令和５年度＞                                         

R5. 4～6  基本構想策定支援及び民間活力導入調査業務委託開始 

R5. 9   市民委員会（文化会館整備における基本構想及び民間活力導入調査結果について） 

R5.11   公共施設等あり方検討調査特別委員会、議会全員協議会 

R6. 1   パブリックコメント 

R6. 2    最終構想の決定 

R6. 3   議会全員協議会報告 

 

令和５年度の民間活力導入調査業務の結果、施設の整備手法としてＰＦＩ等民間活力導入又は従来型公

共事業を判断することにより、下記のとおり事業の進め方が変わります。 

なお、各手法ともに、適宜市民の意見を伺い、議会と協議して進めるものとします。 

 

【例：ＰＦＩ事業】 

 

   【例：従来型公共事業】 

 

資 料３－３ 

R6 基本計画策定、アドバイザリー業務契約 

R7 実施方針公表、特定事業者選定 

R8 特定事業契約（設計/施工/維持管理/運営） 

 

R6 基本計画策定 

R7 公募型プロポーザル、基本設計 

R8 実施設計 

R9 工事発注 

 



日光市 市民環境部 環境生活課 気候変動対策係

1

カーボンニュートラル
推進事業について

資料 ４



日光市の概要

2

人口 約 ９万４千人（合併時） ⇒ 約 ７万７千人（R４.４.1）

面積 約 １，４５０ ㎢ 栃木県の 約１/４

全国 ３位の市域 （市域の約 ８６ ％が森林面積）

 一般会計 約 ４１６億円

R４当初予算

 職員数 約 ８６０人

 アクセス

東京（浅草）～電車（特急）
約１時間４０分

首都圏から車（東北自動
車道） 約２時間弱

市区町村魅力度ランキング２０１９で、過去最高の１０位

合併 平成１８年３月２０日 ２市２町１村の合併により誕生



日光市の環境的特徴

日光国立公園内に位置する高原湿地戦場ヶ原 紅葉時期の中禅寺湖から見る 男体山

当市は、県土の約１/４の面積を有し、豊かな水資源や森林、多様な生態系、

日光国立公園やラムサール条約登録湿地などの優れた自然景観や自然環境

に恵まれている。

その多くは、日光国立公園に位置し、自然公園法等によって保全が図られて

おり、湿地とその周辺の水系の保全及びそれらの利用が進められている。

また、二社一寺（東照宮・輪王寺・二荒山神社）などの建造物群が点在する世

界遺産エリアに掛けても日光国立公園地域に指定されており、開発が制限され、

自然を保全・保護してきたことから、緑豊かな自然美が残っている。

3



日光市が抱える課題

4

□ 人口減少・少子高齢化

□ 厳しい財政状況

□ 高度化する社会問題への対応

人口の推移

□ 栃木県の１/４を占める市域

25年間で
約23％減少

□ 市民ニーズの多様化・複雑化

99,988人
77,661人



平均気温の変化①
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平均気温の変化②
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気候変動の要因①
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気候変動の要因②
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温室効果ガスとは？①

9

①温室効果ガス・・・・
・大気中に含まれる二酸化炭素やメタン等のガ
スの総称。

・この他にも一酸化二窒素や六フッ化硫黄、三
フッ化窒素等がある。

③温室効果ガスの排出割合・・・・
・二酸化炭素：７６％ ・メタン：１５．８％
・一酸化二窒素：６．２％ ・フロン類：２．０％

④二酸化炭素が多い原因・・・・
・石炭や石油等の化石燃料の燃焼によるもの。

・過去２０年間を見ると、大気の二酸化炭素濃度
の増加分の内、３/４以上が化石燃料によるもの。

・工場化が進んでいる先進国が二酸化炭素排出
の大きな割合を占めている。

・日本の二酸化炭素排出量は、世界でみると３．
２％。これは、中国、アメリカ、インド、ロシアに次
いで５番目に多い結果。

②温室効果ガスの特徴・・・・
《二酸化炭素》
炭酸ガスと呼ばれ、炭酸飲料やドラ
イアイス、ビール等に使用。石炭や
石油等の化石燃料や木、プラスチッ
ク等を燃やすと発生する。

《メタン》
天然ガスの主成分で、都市ガスに使
われている。天然ガスの採掘、水田、
家畜のゲップ、糞尿等があり、二酸
化炭素の２１倍の温室効果がある。

《一酸化二窒素》
身近なものでは、全身麻酔等の際に
使う笑気ガス。二酸化炭素の３１０倍
の温室効果をもっている。

《フロン》
元々は自然界に存在しない物質。１
９６０年代以降、冷蔵庫やエアコン等
の冷媒用に開発された。オゾン層を
破壊するため、１９９７年から生産禁
止。



温室効果ガスとは？②

10

⑤温室効果ガスの働き…
温室効果ガスには、太陽から放出される熱を地球に閉じ込めて、地表を温める働き
がある。この働きにより、地球の平均気温は約１４°Ｃに保たれている。

⑥温室効果ガスがなくなると…
地球の表面温度は－１９°Ｃになる

とされている。地球温暖化の原因とし
て悪いものと捉えられがちな温室効
果ガスですが、実は、地球にはなくて
はならないもの。

⑦温室効果ガスが増えすぎると…
地球から逃げていくはずの熱が放

出されずに地表に溜まりすぎてしまい、
気温が上昇する。

⑧地球の気温が上昇すると…
異常気象が発生しやすくなるなど気候変動につながる。また、気温の上昇は生態

系にも影響を及ぼす。たとえば、気温が高くなることで、蚊の生息域が広まり、それ
によりマラリア熱などの感染症にかかる人が増えてしまうかもしれない。



地球温暖化がどこまで危機的な状況なのか

11

気候変動に関する国連の専門家会議の第６次報告書より（2021.8）
ICPP︓Intergovernmental Panel on Climate Change

やばい︕



年平均気温の将来予想
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温暖化の影響①
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温暖化の影響②
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温暖化の影響③
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気候変動施策の動き①

16



気候変動施策の動き②
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◎世界の動向

気候変動施策の動き③

○ 世界の平均気温上昇を産業革命以前に比べ
２℃の上昇に保つことを目標（１.５℃努力目標）

○ １２５ヵ国１地域が２０５０カーボンニュートラルを表明

パリ協定（２０１６年） 脱炭素＝ｶｰﾎﾞﾝﾆｭｰﾄﾗﾙ

化石燃料からの脱却

エネルギー政策の転換

◎国の動向

２０２０年１０月 ２０５０年カーボンニュートラル宣言

２０２１年３月 地球温暖化対策推進法の一部改正

２０２１年６月 地域脱炭素ロードマップの策定

気候変動対策の強化・迅速化

地域における再エネ導入目標策定
地域脱炭素化

脱炭素先行地域
2025年までに少なくとも100ヵ所選定

○２０５０年とちぎカーボンニュートラル実現に向けたロードマップ作成

→ ２０３０年温室効果ガス削減目標－５０％（２０１３年度比）

○とちぎ再生可能エネルギーＭＡＸプロジェクト等の各種重点プロジェクト実施

◎栃木県の動向

18



参考：カーボンニュートラルとは？

二酸化炭素をはじめとする
温室効果ガスの

「排出量」から、

植林や森林管理等による

「吸収量」を差し引いて、

合計を実質的に

ゼロにする意味。

カーボンニュートラルのイメージ図

ＣＯ２・メタン・
亜鉛化窒素 etc

様々な場所で化⽯燃料を使⽤様々な場所で化⽯燃料を使⽤

排出

吸収 吸収

20



日光市におけるゼロカーボンに向けた取組①

20

第２次日光市総合計画基本計画（Ｒ４年度～Ｒ７年度）



当市における環境分野での最上位計画

平成22年に「第1次日光市環境基本計画」を策定し、

令和元年から「第2次日光市環境基本計画」として

改訂、現在に至っている。

本計画は、国際的な動きを反映し、自然共生社

会、資源循環型社会、低炭素社会の分野から、直

接的な取組や、都市計画等の分野計画への落とし

込み等の連携を図る計画として位置づけている。

日光市におけるゼロカーボンに向けた取組②

◎日光市のエネルギー関連施策の動向

日光市役所が自ら行う事務・事業について、環境への負荷を低減させることを目

的として「日光市役所環境配慮率先行動計画」を策定しており、本計画では、温室

効果ガスの削減目標、削減に向けた取組、計画の推進体制などの基本的事項を

定めている。

日光市環境基本計画の包括範囲
（日光市第2次環境基本計画より）

日光市環境基本計画

日光市役所環境配慮率先行動計画

21



日光市におけるゼロカーボンに向けた取組③

◎日光市の取り組み

２０２１年（令和３年）１２月２４日、
２０５０年までに温室効果ガスの実
質排出量ゼロにする 『ゼロカーボン
シティ』 の実現を目指す宣言をしま
した。

（１）ゼロカーボンシティ宣言

７４９自治体（４２都道府県、４４０
市、２０特別区、 ２０９町、３８村）が
表明している。

R１． ９月 ＝ ４自治体
R２．１０月 ＝ １６６自治体
R４． ６月 ＝ ７４９自治体

全国の宣言状況

22



日光市におけるゼロカーボンに向けた取組④

23

「カーボンニュートラルの実現」及び「地方創生の推進」に関する施策に関し、相
互の連携の強化を目的に、令和４年５月２３日に本協定を締結。
※日光市と民間企業等との協働に関する提案募集制度に基づく。

（２）東京電力PG㈱との連携協定締結



日光市におけるゼロカーボンに向けた取組⑤

再生可能エネルギーに関連する、実現可能性調査を踏まえた施策の取組方針
を検討し、将来ビジョン・脱炭素シナリオの構想を取りまとめ、施策に必要な対策
を具体化した上で、再生可能エネルギーの導入目標の策定。

（４）再生可能エネルギー導入目標策定

再生可能エネルギーの効果的・効率的な導入に向け、地域の特性に応じた有効
活用を図るため、市域内のゾーニング等を行い、ゼロカーボンに向け先行して取
り組むエリアを選定し、当該エリアの効果的な再エネ計画や合意形成を行う。

（５）市域内のゾーニング

24

日光市ゼロカーボンシティ宣言を受け、これを実現させるために市内各分野（金
融・商業・観光・農業等）の方々との意見交換を行う組織として６月１日に設立。

（３）日光市ゼロカーボン推進協議会設立

「日光市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」の見直しを行うとともに、身近
な事業から進めてきた「脱炭素」に向けた取り組みを拡大。

（６）地球温暖化対策実行計画の改定



日光市におけるゼロカーボンに向けた取組⑥

日光国立公園において、先行して脱炭素化に取組むことで、地域の特徴、強み
を活かしたカーボンニュートラルの推進を図る。また、自然環境の保全に配慮した
脱炭素化や持続可能な観光地づくりの実現を目指す。

・登 録 地 ： 日光国立公園（奥日光地域）
・登 録 日 ： 令和４年７月２２日（金）
・全国で１０番目の登録

（７）ゼロカーボンパークへの登録

25

地域脱炭素化の促進につなげるため、国の積極的な支援が得られるよう、２０３
０年までの脱炭素化に取組む環境省募集「脱炭素先行地域」の選定を目指す。

→家庭など民生部門の電力消費に伴うＣＯ２排出実質ゼロを実現し、その他の

温室効果ガス排出削減についても、国全体の２０３０年度目標と整合する削減を
地域特性に応じて実現するモデル地域づくり事業。

・申請地 ：奥日光地域
・申請年 ：Ｒ５年２月（第３回予定）
・２０２５年までに全国で１００ヵ所程度選定

（８）脱炭素先行地域への申請



日光市におけるゼロカーボンに向けた取組⑦

（９）各課での取り組み（一例）

26

課名 取組内容

総合政策課 LiveOn等Web会議システム利
⽤による⾞両移動の抑制

秘書広報課
広報にっこうの印刷紙及び印
刷インキには環境配慮型製品
を使⽤

資産経営課 ほか 各庁舎に太陽光発電設備を設
置

資産経営課
本庁舎地中熱利⽤（通年）、
採熱システム利⽤（主に冬
季）

資産経営課 ほか 公⽤⾞へのEV導入

各⾏政センター EV・PHEV⽤充電設備の設置

環境生活課 EV・PHEV・V2H導入費補助

環境生活課 住宅⽤蓄電システム導入費補
助

環境生活課 COOL CHOICEの普及啓発

観光課 ノベルティにエコ素材を使⽤

観光課 グリーンスローモビリティの
導入

課名 取組内容

資源循環推進課
栃⽊からの森⾥川湖プラごみ
ゼロ宣言に基づくマイバック
キャンペーンやエコショップ
認定

資源循環推進課 コンポスト導入費補助

農林課 環境保全型農業への各種補助

農林課 各種森林整備事業及び各種補
助

農林課 林業就業者雇⽤促進奨励⾦

農林課 林業担い⼿育成⽀援事業補助
⾦

農林課 「⽇光の⽊」利⽤促進事業

建設課
アスファルト材料コンクリー
ト⼆次製品材料にエコスラグ
使⽤の推進

維持管理課 道路照明及び公園内の屋外・
屋内照明ESCO事業

各課にて 施設照明のLED化

各課にて ペーパーレス化の取組



人口推計よりも速い速度で減少が進
んでいる。これに伴い、市内の産業の
衰退や働き手不足が増加し、地域経済
状況は年々厳しさが増す状況にある。
今後の脱炭素社会形成においても、

少子高齢化が著しい人口減少地域にお
いて、どのように整備を実施していくべ
きかについては大きな課題となっている。

日光市におけるゼロカーボンに向けた課題①

◎ゼロカーボンに関連した課題

※日光市の人口推移

【日光市人口ビジョン（平成27年8月）より】

当市の山間地域が持つ豊富な水資源を活用して作り出した電気を域外で販

売していることから、地域資源の域外利用が常態化していることが課題である。

再生可能エネルギーを生み出せる資源に富む地域でありながら、地域経済循

環分析でも、市民の経済活動で利用するエネルギー（電気、熱など）の多くを地

域外から購入している状態であり、地域経済の流出が大きな課題となっている。

（２）エネルギーによる地域資源域外利用の課題

（１）人口減少の課題
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当市の特徴として世界文化遺産、ラムサール条約、日光国立公園等、豊富な

歴史文化、自然観光資源を有しているが、それ故に再生可能エネルギ―の活用

エリア選定時に国・県との協議による判断が必要になる。

日光市におけるゼロカーボンに向けた課題②

再生可能エネルギーをはじめとした環境保全に関連した仕事の創出は、持続

可能な地域づくりに貢献するとともに、将来的な構想実現に向けたやりがいや

地域の賑わいの創出にもつながるものと考えることから、地方創生の視点によ

る、再生可能エネルギーに関連した仕事の創出が課題となる。

（３）雇用創出の課題

当市の森林面積は、市全体面積の約86％を占め、今後の森林資源の活用が

望まれると共に、多面的な機能を有している森林を財産として、今後さらにそれ

らの機能を維持増進させていく事が必要である。

林業基盤整備や境界の明確化、人材の育成、地場産木材の普及促進等を推

進しながら森林・林業を再生していく必要がある。

（４）温室効果ガス吸収源となる森林の課題

（５）活用可能エリアの制限の課題

28



日光市におけるゼロカーボンに向けた課題③

日光市における地域特性に応じた

課題の整理

・自然的区分（気候、地形、土地利用等）

・経済的区分（産業、エネルギー等）

・社会的区分（人口・世帯数、交通等）

地域特性による整理

◎課題の整理等

地域課題の解決や住民の暮らしの向上

・スマートシティの構築

（エネルギー地産地消等）

・森林資源の活用（バイオマス発電等）

・水資源の活用（小水力発電等）

・ＥＶ地域循環交通（デマンドＥＶ等）

地域課題を解決する脱炭素メニュー
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脱炭素に向けて求められる取組

30

太 陽 光 発 電

そ の 他 の 発 電

地 熱 発 電

水 ⼒ 発 電
再生可能エネルギーへの転換

+ その他の取り組み



市⺠はじめ、事業者、国、県及び他の自治体と連携を図りな
がら、ゼロカーボンシティの実現に取り組むことにより、
多彩な環境交流を楽しみ、育む、持続可能な都市・日光を目指
していく。

日光市の目指す姿①

31

・一人ひとりが主体的に取り組む

・地域全体で取り組む

・地域資源を最大限に活用する

ＣＯ²排出量削減

！
大切な資源が

未来につながる

循環型社会の推進



当市では、令和３年１２⽉２４日にゼロカーボンシティ宣⾔をし、温室効果ガス（CO2
など）の実質排出量（排出量-森林吸収量）を2030年時点で基準年である2013年⽐で
50％削減、2050年に100％削減しゼロカーボン達成することを目標と設定している。
温室効果ガスの削減は、⾏政の努⼒だけで達成されるものでは無く、一般家庭や⺠間企業

の取り組みが必須である。市全体でカーボンニュートラルに向かっていく機運を醸成するた
めの情報発信の⼿段や、効果的な官⺠連携の戦略について検討していただきます。

日光市のめざす姿②

住民

行政 事業者

連携

みんなで一緒に
がんばるまる！
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栃木県 那須塩原市 の例

他自治体の取り組み①

33

住民

行政

平成29(2017)年度に「なすしおばらエコポイント制度」を創設。環
境にやさしい⾏動(エコアクション)でポイントがもらえ、100ポイント
達成者にはオリジナルクオカードをプレゼント。子どもから大人まで、
何度でも参加できる。

行政 → 住民
の取り組みだね！



兵庫県 神⼾市 の例

他自治体の取り組み②
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住民

行政

将来にわたって気候変動の影響をうける若い世代の皆さんが、市⺠等
の意⾒を聴きながら温暖化対策の取組を検討し、神⼾市に提案する「神
⼾ゼロカーボンアイデア」事業について、表彰式および発表会を開催。

行政 → 住民
の取り組みだね！



神奈川県 川崎市 の例

他自治体の取り組み③
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住民

行政

脱炭素に対する市内の事業者の意思を確認し、協⼒を仰ぐことを目的とし
て、「かわさきカーボンゼロチャレンジ2050」に賛同する事業者を募集。事
業者には「脱炭素戦略（かわさきカーボンゼロチャレンジ2050）への賛同」
と、「2050年の脱炭素社会の実現に向けて地球温暖化対策に取り組むことへ
の賛同」をお願いし、市からは事業者に「市ホームページでPR」「特別ロゴ
使⽤を許可」する。

行政 → 事業者
の取り組みだね！



日光市におけるゼロカーボンに向けた取組
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⽇光市 市⺠環境部 環境生活課 気候変動対策係

ご清聴ありがとう
ございました。


